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Ⅲ 法改正に伴う空家等対策計画の見直しのポイント 

各フェーズの見直し 

（１）空家等の実態把握 

① 所有者への報告徴収権を市町村に付与し、勧告･命令等を円滑化 

改正空家等対策法では、特定空き家への勧告・命令等を円滑に行うため、市町村長に特定空き家の所

有者等に対する報告徴収権が付与されました。 

これにより、倒壊や保安上の危険がある「特定空き家」や管理不全な空き家の所有者に対し、管理状況の

報告や資料の提出を求めることができるようになりました。 

報告徴収を行うにあたっては、「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図

るために必要な指針（ガイドライン）」に留意事項等の記載があることから、各種手続きの参考にしてくださ

い。 

 

２．特定空家等に対する措置の事前準備 

（１）報告徴収及び立入調査（法第９条第２項～第５項） 

市町村長は、法第 22 条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、空家等の所有

者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又は当該職員若しくはその委任した者に、空

家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる（法第９条第２項）。 

 

イ報告徴収を行う場合の留意事項等 

市町村長は、所有者等に報告を求める場合は、その空家等の所有者等に対して、 

・当該報告を求める対象及びその内容 

・報告を求める期限 

・当該報告徴収の責任者 

を明確に示さなければならない。 

また、報告徴収を行う際には、報告拒否又は虚偽報告は過料に処されることについても併せて示す

べきである。 

市町村長は、空家等の所有者等に対して、法第９条第２項に基づき空家等に関する事項に関し報告

させるときは、その内容を正確に相手方に伝え、相手方への報告徴収の通知の到達を明確にすること

等処理の確実性を期す観点から、書面（参考様式１－１）で行い、報告を求めることとする（参考様式１

－２）。 

 

 

報告徴収を行うにあたっての留意事項等に係る記載（抜粋） 
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その方法については、法令上に具体の定めはなく、直接手交、郵送などの方法から選択することが

考えられる。報告徴収に係る通知は、相手方に到達することによって効力を生じ、相手方が現実に受

領しなくとも相手方が当該内容を了知し得るべき場所に送達されたら到達したとみなされるため、的

確な送達の方法を選択すべきである。郵送の場合は、より慎重を期す観点から、配達証明郵便又は配

達証明かつ内容証明の郵便とすることが望ましい。（中略） 

■参考様式１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考様式１－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」 
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② 電力会社等にある所有者情報を市町村が提供要請 

空き家等の対策を進めるためには、対象となる住宅が空き家であるかを円滑に判別する必要があり、

所有者の把握が必要不可欠です。 

改正空家等対策法では、市町村長は、対象となる「空家等に工作物を設置している者」に対して空家

等の所有者等の把握に関し、必要な情報の提供を求めることができるとされており、電気・ガス供給事

業者、ネットワーク事業者に対し、情報提供要請が可能となった事から所有者把握の円滑化が期待され

ます。 

具体的な手順については、『空家等の所有者等の把握を目的とした「空家等対策の推進に関する特

別措置法」第 10 条第３項に基づく電気・ガス供給事業者への情報提供の求めについて』（国土交通省

住宅局住宅総合整備課、事務連絡令和５年 12 月 13 日）において説明がされており、各事業者への情

報提供依頼書の参考様式や情報提供依頼に関わる補足資料も併せて公表されていることから、これら

を活かした効率的な所有者の把握に取り組むことが望まれます。 

 

 

■ 『空家等の所有者等の把握を目的とした「空家等対策の推進に関する特別措置法」第 10 条第３項に基

づく電気・ガス供給事業者への情報提供の求めについて』（国土交通省） 
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■ 情報提供依頼書（一般送配電事業者又は一般ガス導管事業者向け）（国土交通省） 
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■ 補足資料（国土交通省） 
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■ 情報提供依頼書（国土交通省） 
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【参考】「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイ

ドライン）」では、所有者等の特定に関わる調査手順の例として、下図を公表しています。 
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